居宅介護支援事業指定（更新）申請に必要な書類一覧（チェックリスト）

　申請（開設）者名　　　　　　　　　　　　　事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　

※提出書類は、Ａ４縦で左側２つ穴で綴り、書類の右側にインデックス（番号）を付けてください。　　　　　　　　　　　　　　　　　

	番号
	提出書類
	様式等
	チェック項目

	①
□


	指定居宅介護支援事業者等指定（更新）申請書
	条例様式第１号
	□　「印」に法務局に登録されている法人代表者印を押印しているか

□　申請（開設）者名称、代表者の職及び氏名・住所が登記簿謄本と一致しているか
□　事業所名称、所在地、電話番号が付表10、運営規程と一致しているか
□　介護保険事業所番号は正しいか
□　記入担当者名を記入しているか
□　実施事業、事業開始予定年月日等が正しく記入されているか
※　更新の場合、「事業開始予定年月日」は、更新期限の翌日の日付としてください。
（例：更新期限平成３０年４月３０日の場合→事業開始予定年月日は平成３０年５月１日）

	②
□
	指定居宅介護支援事業所の指定更新に係る記載事項
	付表１０
	□　記載内容と運営規程があっているか。

□　記入例と記入方法があっているか。

	③
□
	法人登記簿謄本又は条例等
（登記事項証明書の場合は、履歴事項証明書とすること）
	
	□　申請事業を実施する旨の記載があるか
□　社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人等で、事業目的未登記の場合は、定款変更認可書及び定款変更認可申請書の写しが添付されているか。

※　他のサービスと同時に届出する場合は、原本は１部で、他はコピーで可。ただし、原本を添付する事業所名をコピーの余白に必ず記載してください。
□　【更新の場合】変更届等により届けている法人登記簿謄本等から変更がなければ、省略。

	⑤
□
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
※新規の場合、開始月の勤務形態一覧表を提出すること

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（続き）
※更新の場合、申請書提出の直近及び更新月の勤務形態一覧表を提出すること。また、実績については、4週間ではなく、月末まで含めたものとすること

	参考様式１
	□　管理者及び従業者全員の毎日の勤務時間数を記載しているか
□　新規指定の場合は、指定後の予定を記入。更新申請の場合は、直近の実績と指定後の予定分を記載しているか。
□　【更新の場合】直近の実績は、４週間分でなく、月末までを含めたもので提出しているか。

□　職種は、管理者・介護支援専門員（ケアマネジャー）・その他（事務員等）に区分して記載しているか
□　同一人物が事業所内で複数職種を兼務する場合、行を分けて記入しているか
□　兼務関係、常勤・非常勤を記載しているか

□　利用者の数が３５又はその端数を増すごとに１以上の介護支援専門員を配置しているか
□　介護支援専門員のうち１人以上は常勤か
□　管理者は常勤か

	⑥
□
	介護支援専門員証の写し

（管理者を含む）
	
	□　介護支援専門員証の写し

※　従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表に記載した氏名の順に並べて添付してください。

□　介護支援専門員証の有効期限が分かる書類を添付しているか
□　管理者は主任介護支援専門員であるか

※　３年間の経過措置あり
（Ｈ３０.４～Ｈ３３.３）
□　管理者は主任介護支援専門員研修修了証明書の写し（有効期限の分かるもの）が添付されているか。

□　Ｈ１８年４月以前に資格取得し、更新していない方（旧番号）は新番号と有効期限の分かる書類の写しを添付しているか
□　資格取得後に改姓している場合は、同一人物であることを確認するため、資格証の写しの余白部分に現在の氏名を記入しているか。

□　【更新の場合】変更届等により、すでに届け出ている従業員については介護支援専門員証の写しを省略。※ただし、有効期限が切れている場合は提出が必要。

	⑦
□

	組織体制図
※　兼務職員がいる場合、兼務している事業所の勤務形態一覧表も提出してください。(№4の提出月と合致すること)
	
	□　当該居宅介護支援事業所以外に他の介護サービス事業を実施し、その事業所との間に兼務職員がいる場合には、兼務関係が明確にわかるように作成しているか（従業員名を記載しているか）

□　兼務職員がいる場合、兼務先の⑤勤務形態一覧表(№4の様式)を添付しているか

※　兼務先が介護サービス事業所以外で勤務形態一覧表が提出できないときは、兼務職員の勤務状況が分かる資料を提出してください。

	⑩
□
	事業所の平面図

（写真の位置番号付き）
	参考様式３
	□　当該事業に使用する箇所（事務室、相談室等）及び備品（洗面設備、カルテ棚等）の配置、各部屋の面積がわかるように作成しているか

□　相談室がプライバシー保護に配慮した構造になっているか
□　相談室が2階にないか（エレベーター等で対応していれば可）
□　他事業と兼用の場合は、事業ごとの専用区画が明らかになるように記載した、施設全体の平面図を提出しているか

□　【更新の場合】変更届等により届けている平面図から変更がなければ、省略。

	⑯
□
	運営規程
	記入例あり
	※　記入例を参照してください。
□　以下の内容を具体的に記載した運営規程を作成しているか

□　事業の目的及び運営の方針

□　職員の職種、員数及び職務内容

□　営業日及び営業時間
□　その他の年間の休日
□　指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他費用の額
□　通常の事業の実施地域
□　従業者の守秘義務
□　苦情処理等の体制

□　サービス提供に関する記録の５年間保存
　□　その他運営に関する重要事項
□　【更新の場合】変更届等により届けている運営規程から変更がなければ、省略。

	⑰
□
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（続き）
	参考様式５
	※　記入例を参照してください。
□　次の事項について、具体的に記載しているか
□　利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口・担当者の設置（担当者名や連絡先）
　□　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制
　□　苦情があったサービス事業者に対する対応方針
　□　その他参考事項
　□　公的機関苦情相談窓口として、通常の事業の実施地域の市町村（保険者）の介護保険所管部署と福岡県国民健康保険団体連合会の介護保険相談窓口を記載しているか
□　事業所のスタッフから担当者を選任しているか
□　重要事項説明書の内容と矛盾がないか

□　【更新の場合】変更届等により届けている概要から変更がなければ、省略。

	⑳
□
	関係市町村並びに他の保健医療サービス及び福祉サービスの提供主体との連携の内容
	記入例あり
	※記入例を参照してください。
□　関係市町村や各種サービス提供主体等との利用者に関する相互情報提供体制、事故発生時の対応等、具体的に記載しているか。
□　【更新の場合】指定申請により届けている連携の内容から変更がなければ、省略。

	㉑
□
	誓約書
（介護保険法第７９条第２項各号等の規定に該当しないこと）
※両面コピー
	参考様式６
	□　偽りなく記載されているか

□　法人所在地及び名称、代表者の職氏名を記載し、法人代表印が押印されているか

□　誓約書の日付が記載されているか
□　誓約書欄と別記部分とが両面コピーされているか

	㉒
□
	介護支援専門員の氏名及びその登録番号
	参考様式７
	□　「４従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」に記入されている職員と就労中の職員が一致しているか
□　「２指定居宅介護支援事業所の指定更新に係る記載事項」の職員数と就労中の職員数が一致しているか

	㉓
□
	当該申請に係る誓約書（古賀市暴力団排除条例関係）

※両面コピー

	様式あり
	□　偽りなく記載されているか

□　法人所在地及び名称、代表者の氏名を記載し、法人代表印が押印されているか

□　全ての役員等について記載されているか。押印されているか。（当該事業所の管理者も含められているか）

□　誓約書の日付が記載されているか
□　誓約書欄と別記部分とが両面コピーされているか

□　【更新の場合】変更届等により届けている役員等から変更がなければ、省略。

	㉔
□
	介護給付費算定に係る体制等に関する届出
	参考様式８
	□　介護給付費算定に係る体制等状況一覧表など必要な添付書類を添付しているか。
□　運営規程、勤務体制表等、指定申請書添付書類と整合しているか。
□　【更新の場合】変更等により届けている届出から変更がなければ、省略。

	㉕
□
	案内図（近隣見取り図）
	
	□　鉄道駅、小学校等目標となる所から事業所までの案内図が添付されているか。
□　【更新の場合】変更届等により届けている内容から変更がなければ、省略。

	㉖
□
	パンフレット
	
	□　事業所で制作したパンフレット等があれば、１部添付してください。
□　【更新の場合】変更届等により届けているパンフレットから変更がなければ、省略。

	□
	チェックリスト
	当該様式
	□　すべての項目と申請書類をチェックして必要箇所にチェックを入れているか。


＊書類の提出前に「居宅介護支援事業者の指定更新申請に必要な書類一覧（チェックリスト）」により漏れがないか確認の上、ご提出ください。
＊必要に応じて、別途、追加資料の提出を依頼する場合があります。

